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はじめに 

2022 年のロシアによるウクライナ侵攻に伴うエネルギー危機以降、日本は化石燃料価格の急騰に

見舞われ、それに対応するため巨額のエネルギー補助金を投じてきた。予算ベースでみると、2022 年

度から 2025 年度までにおよそ 13.6 兆円に上る巨額の財政支出をもたらしている。そして 2026 年 2

月末に米・イスラエルによるイラン攻撃を発端にホルムズ海峡が事実上封鎖された。これを契機に、

政府は一度停止したエネルギー補助金を復活させた。 

こうした政策は対症療法的な政策である。確かに、化石燃料は経済のあらゆるところで利用されて

いるため、その劇的なショックをやわらげるため、一時的にはやむを得ない部分もある。しかしなが

ら、このような政策は、同時に化石燃料に依存する社会システムの問題点や脆弱性を温存することに

つながってしまう。すなわち、ガソリン代や電気料金等を低位に保つことで、省エネの推進や代替エ

ネルギーへの転換に対するメリットが伝わらず、エネルギー消費者・生産者は「今のままの行動でよ

いのだ」と思いがちだ。その結果、化石燃料の供給ショックや価格高騰に対して脆弱な社会でありつ

づける。 

化石燃料への依存からの脱却こそが、日本のエネルギー構造を変えることが根治策になる1 。1970

年代のオイルショック時、日本でも石油依存度の高いエネルギー供給を構造転換させるための様々な

政策が導入された。また、近年では、ロシアによるウクライナ侵攻に伴って、欧州ではロシアからの

ガス供給が急激に滞る事態に直面した。これに対応するため、EU はエネルギー安全保障の脆弱性を

直視し、危機発生後数か月で REPowerEU を策定し、補助金による家計・産業保護のみならず、根本

治療（構造転換）を同時並行で実施した。 

この数年間、エネルギー安全保障に対する危機において、日本では即効性を求めるあまり、すぐに

は効果を発揮しづらい構造転換をないがしろにしてこなかったか。その結果、対症療法の繰り返しが、

今回の危機への脆弱性をむしろ固定してしまったのではないか。 

本レポートでは、仮に 2022 年エネルギー危機を契機に日本もエネルギー構造転換を加速させてい

たとしたら、今回の米イラン戦争に起因するエネルギー危機の影響をどの程度緩和できたかを定量的

に示す。「失われた 4 年間」の選択の代償を明らかにし、今後の政策優先順位への知見を提供すること

を目的とする。 

なお、本レポートでは、 「根本治療」とは、エネルギー自給率を引き上げることによって化石燃料輸

入依存という構造的脆弱性を解消しようとする施策を指す。その具体的な手段として、国産エネルギー

としての自然エネルギーの導入拡大・電化を通じたエネルギー効率の改善に寄与する技術 （電気自動

車（EV）ヒートポンプ）の普及を対象とする。原子力もまた化石燃料依存度を低減するが、開発の即

応性に欠け、核燃料サイクル ・廃棄物問題等の出口問題など様々な潜在的な問題を有するため、本分

析の対象外とする。 

 

1 朝日新聞『「大丈夫」の発信 対策遅れる恐れ-国際大・橘川武郎学長に聞く』（2026 年 4 月 28 日付）において、 
橘川氏もまた、「エネルギー自給率を上げること」が根治策である、と発言している。 
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1．現代の日本のエネルギー需給構造からみる化石燃料依存度と構造転換 

1.1 現代日本のエネルギー需給構造の概要 

まず、現状のエネルギー需給構造の現在地を確認しよう。エネルギー需要（最終エネルギー消費）

は 2008 年度以降リーマンショック・産業構造や人口動態の変化・東京電力福島第一原発事故・地球

温暖化対策等の複合的な要因により継続的に減少してきており、2024 年度の最終エネルギー消費は

1985 年度と同水準となっている。 

エネルギー供給構造も大きく変化している。オイルショック直前の 1970 年度のエネルギー供給構

造は石油に大きく依存したエネルギー供給構造であったものの、それから半世紀経って大きく多様化

してきている （図 1）。石油依存度は 1970 年度の 7 割から 2024 年度には 3 割台にまで低下している。

また、化石燃料比率全体も 1970 年代に 9 割超であったものが、1990 年代に 8 割台前半程度となり、

2024 年度は 8 割を切る目前(80.1%)まで低下している。このように、日本においても徐々に化石燃料

への依存度を低下させてきている。 

図 1. 一次エネルギー供給の内訳（1970 年度・2024 年度） 

  

出所：「総合エネルギー統計」より作成 
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1.2 化石燃料依存度低減に向けた方向性 

今後、さらに化石燃料依存を低減させていくためには、化石燃料以外のエネルギー資源の活用やエ

ネルギー利用の効率化をしていくことが重要である。 

化石燃料以外のエネルギー資源は、自然エネルギーと原子力になる。いずれの資源も発電技術が主

流となっており、電気の形で利用するのが現代社会に適している。2025 年の電源構成に占める割合で

は、自然エネルギーは 25％・原子力は 10％となっており、合わせて発電量の 3 分の 1 超を占める （図

2）。これにより、電力生産における化石燃料依存度は 6 割程度にまで減少している。 

図２. 2025 年の電源構成（ネットの発電量ベース） 

 

出所：IEA「Monthly Electricity Statistics」より集計 

また、用途や技術によっては、化石燃料を直接燃焼させるよりも電力利用のほうが高効率となり、

電力の利用 （電化）はエネルギーの効率化にも資する場合がある。例えば、暖房・給湯にヒートポン

プを用いることで、少ない電力で大量の熱を移動でき、高いエネルギー効率を実現する。さらに、輸

送部門においても、電動モーターは内燃機関より高効率であり2、電化の推進は化石燃料消費の削減に

つながりうる。 

  

 

2 DOE, (https://www.fueleconomy.gov/feg/atv.shtml)によれば、内燃機関車では標準走行モードにおいてガソリンエ
ネルギーの 2 割前後しか駆動力として利用できない。一方、EV では走行モードによって異なるものの、電気エネル
ギーの 6〜7 割程度を駆動に利用でき、回生ブレーキによるエネルギー回収を含めると都市走行ではエネルギー効率
が 9 割前後に達する場合がある。 

https://www.fueleconomy.gov/feg/atv.shtml
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2. 2022 年のエネルギー危機への対応 

2.1 2022 年のエネルギー危機に対する欧州の対応 

欧州は 2022 年に大きなエネルギー危機に直面した。2022 年 2 月にロシアがウクライナに軍事侵攻

したことを契機に、G7 を中心としてロシアに経済制裁を課した。このとき、欧州は経済制裁の一環

としてロシアからの原油輸入を大幅に削減することとした。ロシアはこうした西側諸国の経済制裁に

対抗するため、2022 年 3 月に非友好国への天然ガスの輸出をルーブル建に限るとして、これに応じ

ない欧州諸国へのガス供給を停止した。これは、ロシアの自国の通貨防衛と欧州市場の混乱を狙った

ものとされる（蓮見, 2023）。 

こうした供給上の混乱は、エネルギー価格を大幅に引き上げた。ガス価格の基準指標であるオラン

ダの TTF（Title Transfer Facility）は 2022 年 8 月末に約 350 ユーロ/MWh という史上最高値を記録

した(Jameson, et al. 2025)。これは 2019 年の約 15 ユーロ/MWh 前後 から 20 倍以上に相当する急

騰であった。天然ガスを利用する電力価格も高騰した。欧州の卸電力価格は侵攻後数か月で 4 倍に跳

ね上がった。2022 年後半の家庭向け電力価格（税抜）は 2021 年初頭にくらべて 30〜35%上昇した。 

こうした状況に対して、欧州は様々な対策を講じた(Jameson, et al., 2025)。ここでは詳細には立ち

入らないものの、欧州の対応策は大きく分けて対症療法 ・性性化化・構造転換に分けられる。第一に、

急激なエネルギー価格の上昇や供給ひっ迫に対しては、対症療法としてエネルギー価格の規制 ・現金

給付・税制減免等を通じて家計や企業への支援を行った。Bruegel, (2023)によれば、EU 全体の支援

額として約 5400 億ユーロを計上した。第二に、性性化化策としては、米国や中東産 LNG の調達量を

増やし、ロシア産ガスへの依存度を減らすなど、供給危機が発生した場合でも性えられるよう調達先

の多様化を推進した。ただし、調達先を変えることは依存先の付け替えともいえる懸念がある上に、

価格変動リスクには相変わらずさらされる。第三に、化石燃料に依存しない脱化石燃料社会への 「構

造転換」をしていく取り組みである。EU は、2022 年 5 月に REPowerEU を策定し、脱化石燃料社会

構築に向けた動きを加速する目標を打ち立てた。具体的には自然エネルギーの目標値を引き上げ、特

に太陽光については、新規導入量を 2025 年までに 3.2 億 kW 超、2030 年までに 6 億 kW 近くとする

とした。さらにエネルギー効率化を加速するため、ヒートポンプの導入ペースを 2 倍にし、導入目標

も引き上げた。また、2023 年には乗用車・軽商用・バンの新車に対する 2030 年 CO2 削減目標を引

き上げるなど、脱化石燃料に向けた動きを加速化させた（Regulation (EU) 2023/851）。 

その結果、構造転換に取り組んできた国では、その影響を大きく抑えられている。例えば、スペイ

ンは 2019 年から 2025 年上半期までに 4000 万 kW 以上の太陽光と風力発電を導入し、同期間の発電

部門の化石燃料への依存度を 34％から 20％にまで縮小させた。2025 年上半期のガス火力発電コスト

は平均 111 ユーロ/MWh に達していたものの、自然エネルギーの普及拡大により、ガス火力が電力価
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格を決定する時間数が減った結果、同期間の平均卸電力価格は 62 ユーロ/MWh に抑えられた

(Rosslowe, and Petrovich, 2025)。 

以上から、2022 年のエネルギー危機における EU の対策の特徴は、対症療法的な短期的対策のみ

ならず、危機に対する性性化化や構造転換に向けた中長期に効果を発揮する政策も同時に化化してい

る、ということである。その結果、欧州のなかでもいくつかの国では、スペインのように実際の成果

が出始めている。 

2.2 2022 年のエネルギー危機時に対する日本の対応 

2022 年 2 月のロシアによるウクライナ侵攻は、日本のエネルギー政策に大きな試練をもたらした。

欧州向けのロシア産ガス供給が急減し、世界的な LNG 争奪戦が起きたことで、国際エネルギー市場

は急騰した。2022 年の輸入 CIF 価格は 2019 年比で、一般炭が 258%、LNG が 108%、原油が 85%

それぞれ上昇した（図 3）。化石燃料のほぼ全量を海外調達に依存する構造のもとで、LNG・原油の

国際価格上昇はそのまま国内の電気・ガス・ガソリン料金に波及し、家計と産業の双方を直撃した。 

図 3. 化石燃料の CIF 輸入価格 

 
出所：財務省貿易統計より作成 
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これに対して、政府が選択した主要な対応は、価格補助による「激変緩和」であった。2022 年 1 月

には燃料油価格激変緩和対策事業を開始し、ガソリン・灯油・軽油・重油の小売価格を補助金で抑制

した。同年末には電気・ガス料金の値引き補助も加わり、家庭・企業の負担を直接軽減する措置が矢

継ぎ早に打たれた。いずれも補正予算や予備費を財源とする緊急措置であり、当初は短期的な「時間

稼ぎ」として設計されていた。 

燃料油補助は最大で約 41 円/L のガソリン価格抑制効果をもたらし、補助がなければ 2022 年春以

降に全国平均で 200 円を超えていた3。電気・ガス補助については、会計検査院(2024)の分析によれ

ば、2023 年 2〜9 月の間に消費者物価指数を月平均で約 1 ポイント押し下げる効果があった。エネル

ギー価格高騰が食料品や日用品の物価全体に波及しやすい構造の中で、これらの補助が家計の実質購

買力と中小企業のコスト負担を緩和した。 

しかし補助は延長を重ね、制度として固定化した。本集計によれば、2022 年度から 2025 年度にか

けての予算投入額は、燃料油補助で約 8.4 兆円、電気・ガス補助で約 5.2 兆円、合計 13.6 兆円に達す

る(会計検査院, 2023; 2024; 行政事業レビュー見える化サイト)。2022〜2024 年度の確定支出額ベー

スでも約 10.9 兆円に上る(同上)。 

以上より、2022 年における日本の対応は、実質的に対症療法的財政出動に依存した対策であった

と言える。こうした応急処置は、一定の経済への影響を軽減する効果もあったものの、巨額な財政的

支出をもたらし、国家財政に対する負荷を大きくした。また、補助金は価格シグナルを遮断するため、

家計や企業が省エネや非化石エネルギーに投資するインセンティブを損ない続けた可能性がある。コ

ロナ禍前（2015〜2019 年度）に続いていた年平均 1%程度のガソリン消費の減少傾向は、補助金導入

後にほぼ横ばいとなっている4。ガソリン補助金が価格シグナルを遮断することで、構造転換に向けた

行動を停滞させた可能性がある。 

他方で、欧州は同じ危機に際し、補助金による対症療法策と並行して REPowerEU を策定し、再エ

ネ拡大・省エネ・エネルギー源多様化を並走させた。化石燃料補助金の規模は欧州も 2021 年比で倍

増したが、それは構造転換が軌道に乗るまでの橋渡しという性格を持っていた。 

  

 

3 資源エネルギー庁, 「ガソリン全国平均価格の推移」(https://nenryo-teigakuhikisage.go.jp/current_graph.pdf) 
(2026 年 5 月 21 日時点) 

4 国土交通省「自動車燃料消費量統計」より筆者集計。 

https://nenryo-teigakuhikisage.go.jp/current_graph.pdf
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3．日本が構造転換を加速させていた場合のエネルギーコスト試算 

2026 年 2 月末以降のホルムズ海峡事実上の閉鎖に伴うエネルギー危機は、日本のこの 4 年間の「選

択」を正面から問い直すものとなった。対症療法と並行して構造転換を加速させていれば、2026 年の

危機への影響度は相当程度異なっていたのではないか。問題は補助金を使ったことではなく、構造転

換を同時に進めなかったことである。 

以上の認識から、本レポートでは、脱化石燃料に向けた構造転換を進めることが、エネルギーコス

トにどのような影響をもたらしうるのか、について検討する5。具体的には、2022 年度を起点として

2025 年度末までの 4 年間に、それらの構造転換に資する設備（固定資本）の導入を加速させていた

場合を想定する。これを「構造転換加速ケース」と呼ぶ。そのうえで、ホルムズ海峡閉鎖に伴うエネ

ルギー危機の影響が 2026 年度上半期（2026 年 9 月）まで続くとして、この構造転換ケースと実際の

政策の下での推移（以下「現状ケース」）の場合におけるエネルギーコストの差異を推計する。 

なお、構造転換に資する設備として、ここでは、自然エネルギー（太陽光・風力）、家庭用自然冷媒

ヒートポンプ給湯機 （以下、ヒートポンプ）、電気自動車（以下、EV）を想定する。もちろん、構造

転換に資する技術は、これだけではない。建築物の高気密高断熱化、蓄電池、送電網、他の自然エネ

ルギー技術 （上上風力発電）など多様な技術が存在する。ここでは即効性があり、かつ効果推計が容

易な技術に絞っている。 

推計にあたり、電力部門については電力市場・需給シミュレーションツール PROMOD を用いて、

2026 年度の上半期の電力需給および短期限界費用を推計した。本シミュレーションでは、短期限界

費用と需要曲線で卸電力市場価格が形成されるとし、需給ひっ迫による卸電力市場価格の高騰は考慮

外となっている。なお、本推計においては容量市場における容量価格や脱炭素電源オークションへの

影響を考慮外とする。 

  

 

5 この手法は、様々な研究で採用されているものである。例えば、O'Shea, et al.（2025）による英国の風力発電に関
する研究は、2010 年から 2023 年にかけて英国が風力投資を行っていなかったと仮定した場合、ガス価格急騰の直撃
を受けていた規模を定量化したものであり、「別の選択をしていたら」という問いの構造において本レポートと同一
のアプローチをとっている。 
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3.1 構造転換加速ケースの想定 

構造転換加速ケースにおける各技術の導入量は、サプライチェーンの厚み・技術的・物理的に達成

可能な水準として設定した。 

自然エネルギーについては、住宅用太陽光発電 ・産業用太陽光発電 ・上上風力発電を想定した。い

ずれも、技術的に成熟しており、安価で、資源的ポテンシャルも大きく、導入も加速化しやすい電源

である。住宅用太陽光については年間導入量を 2021 年度実績の 3 倍（2022〜2025 年度）、産業用太

陽光は同 1.5 倍と想定した。住宅用は屋根設置のみを対象とするため用地制約はなく、産業用は入札

枠拡大と上限価格緩和によって対応可能な水準である。上上風力については、2022 年度時点で環境ア

セスメントの準備書段階にあった 3.6GW の 70%が環境アセス期間の短縮（準備書から評価書段階へ

の要件緩和）等によって 2025 年度末までに運転開始できると仮定した。これにより、2025 年度末ま

でに 4428 万 kW が追加的に導入されたことになる。 

図 4. 太陽光発電・陸上風力発電の累積設備容量（現状ケース VS 構造転換ケース） 

 

ヒートポンプの構造転換加速化ケースについては、欧州の REPowerEU が掲げた「4 年ごとに年間

導入量を倍増」という目標を参照し、日本においても 2021 年度の年間導入量（約 60 万台）を基準に

2025 年度までに年間 120 万台へ引き上げるシナリオを採用した。これにより、ヒートポンプの累積

導入量は 1196 万台に達する。これに対して、現状ケースでは 2024 年度までの実績を踏まえて 2025

年度末までに累積で 1068 万台を見込む6。 

 

6 日本冷凍空調工業会(2025)によれば、2024 年度末までの累計出荷台数の実績値は 1005 万台とされる。2025 年度
末までの数値は公表されていないため、2020 年度から 2024 年度までの年間導入量の平均値を採用した。 
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図 5. ヒートポンプの累積出荷台数（現状ケース VS 構造転換ケース） 

 

EV の構造転換加速ケースについては、EU 域内における BEV の新車販売比率が 2021〜2025 年に

かけて年平均+2.1 ポイントずつ上昇した実績7を参照し、日本においても同率の上昇を仮定した。日

本における 2021 年度に BEV 比率 0.6% ・PHEV 比率 0.6％であったので、構造転換ケースでは 2025

年度に BEV 比率 8.9% ・PHEV 比率 1.1％と想定する。これにより、2025 年度末までの EV の累積登

録台数は 157 万台に達する。現状ケースでは、2025 年度末の数値を 75.9 万台と推計した8。 

図 6. EV の累積登録台数（現状ケース VS 構造転換ケース） 

 

 

7 欧州における BEV および PHEV の新車販売台数は、ACEA の統計数値を参照した。同サイトによると、欧州にお
ける 2021 年 BEV 比率は 9.1%、PHEV 比率は 8.9%であり、2025 年は BEV 比率 17.4%、PHEV 比率は 9.4%であっ
た。 

8 次世代自動車振興センターの保有台数統計より 2024 年度末までの実績値が公表されており、2025 年度の数値を一
般社団法人自動車販売協会連合会の販売台数データから 2025 年度数値を集計した。 
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3.2 構造転換加速ケースならば 2026 年度上半期はどうなっていたか：電力・燃料コストへの影響 

上記の構造的な差異が 2026 年度上半期（4〜9 月）の電力需給・エネルギーコストにどれほどの差

をもたらすかを、電力、輸送燃料、給湯・暖房用ガスの三部門について推計した。 

(1) 電力への影響 

構造転換加速ケースでは、ヒートポンプや EV の導入量が増えているため、現状ケースに比べて上

半期の電力消費量が 14 億 kWh 増大し、総電力消費量 （上半期）は 4321 億 kWh となった。電力供給

量は、図 7 の構成になった。構造転換加速ケースの太陽光発電と風力発電の電力供給量 （出力制考考

慮済）は、現状ケースに比べて 352 億 kWh 増大しており、ヒートポンプや EV の導入促進にともな

う電力消費量の増大を大幅に上回る供給を実現した。 

図 7. 2026 年度上半期の電源別発電量（現状ケース VS 構造転換ケース） 

 

構造転換加速ケースは現状ケースに比べて、各電力エリアにおいて卸電力価格が下落する9。燃料費

が不要な太陽光発電や風力発電が増えると、燃料費ベースで決まる卸電力価格は低下する。価格下落

効果はエリアによって異なる。特に価格下落効果が大きいのは自然エネルギー比率の高いエリアであ

る。東京電力エリアは自然エネルギー割合が小さく火力発電の割合が高いために、価格下落効果は限

定される(図 8)。価格下落効果が大きいのは、自然エネルギー比率が高い電力エリアである。例えば、

北海道電力エリアでは、現状ケースに比べて構造転換加速ケースは最大 34%安価になった(図 8)。 

 

9 本推計値の妥当性を確認するため、4 月の平均卸電力価格について、モデルの計算結果と実績値で比較したとこ
ろ、概ね近い値になっている。 
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図 8. 月別の平均卸電力価格の推計値（東京電力エリア・北海道電力エリア） 

  

構造転換が加速し、自然エネルギー電力供給が増えることによって、2026 年度上半期全体の電力調

達費用全体は大きく節約される。電力調達費用とは、小売電気事業者が卸電力価格で販売する電力を

調達するときにかかる費用のことを指す。表１に示されるように現状ケースの電力調達費用は約 7.4

兆円、構造転換加速ケースの同費用は約 6.7 兆円と推計された。その差額は 6871 億円となる。 

表１ 電力調達費用（2026 年度 4～9 月） 

2026 年度上半期への影響 現状ケース 構造転換加速ケース 差額 

電力調達費用（億円） 74,024 67,153 -6,871 

他方で、構造転換加速ケースで追加的に導入した自然エネルギーに伴う再エネ賦課金の増加分は

223 億円 （2026 年度上半期分）と推計される。追加的に導入した自然エネルギー発電設備の再エネ賦

課金は、買取価格（FIP の場合は基準価格）から市場価格を差し引いた額を集計したものとした10。

再エネ賦課金の増加分が少ないのは、2026 年度の上半期は市場価格が高騰する影響で、市場価格が

買取価格を上回る時間帯が多く、賦課金をほとんど必要としないためである。 

 

10 FIP の場合は、正確には単純な市場価格を差し引くのではなく、当年の月間平均市場価格から前年度の年間平均価
格と前年度の月間平均市場価格との差分で補正されたり、バランシングコストや非化石証書の価格が考慮される。し
かし、本稿では、単純な市場価格ベースで賦課金を計算した。 
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(2) 化石燃料の節約 

輸送・民生部門では、それぞれ化石燃料が節約される （表 2）。ヒートポンプの追加導入により 2026

年度上半期で都市ガスが 1.65 億㎥、LPG が 10.7 万トンそれぞれ節約されると推計された。また、EV

の追加普及による 2026 年度上半期のガソリン消費の節約量は 14.8 万 kL と推計される。 

これらの化石燃料の節約にともなう節約額は、583 億円にのぼる。なお、この節約額は、純粋に化

石燃料輸入に関する費用として考え、税金等は含まない。 

表２ ヒートポンプ・EV 導入加速ケースにおける化石燃料への影響（2026 年度 4～9 月） 

 化石燃料 節約量 節約額(億円） 

ヒートポンプ 

都市ガス -1.7 (億m³) -222 

LPG -10.7 (万トン） -189 

EV ガソリン -14.8 万 kL -172 

(3) 純粋なコスト削減額 

以上、構造転換を加速することで、電力・燃料の消費やコストに与える影響を示してきた。それら

を合計したコスト削減額は上半期全体で 7,454 億円となる。他方で、再エネ賦課金の上昇分が同期間

で 223 億円となるから、これを差し引いたネットの削減効果は約 7,231 億円となる。 

なお、ヒートポンプや EV の追加的な普及加速には追加の財政的支援が必要になると考えられる。

その額についても考慮する必要がある。もちろん、普及促進政策は、財政的支援に限らない。しかし、

ここではそうした制度論には踏み込まず、補助金といったオーソドックスな財政的支援を行った場合

に必要とされる金額について検討しておく。 
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ここでは、2022 年度から 2025 年度までに実施された補助制度の補助単価を参照する。ヒートポン

プについては「家庭向け高効率給湯器導入補助金」があり、ここでは昼間の太陽光発電の電気を用い

て沸かすことを想定する 「おひさまエコキュート」の補助単価を想定する。この場合 4 年間 （2022 年

度〜2025 年度）の累計追加補助金額は 1541 億円と推計される。EV に関しても 「クリーンエネルギー

自動車促進補助金」がある。ただ、補助単価は車種等によって異なるため、過去の補助実績総額を交

付台数で割った平均値を補助単価とする。2023 年度および 2024 年度の平均補助単価は 56 万円/台と

なった。2025 年度については予算額を交付目標値（15 万台）で割った値11で計算した。その結果、4

年間（2022 年度〜2025 年度）の累計追加補助金額は 4745 億円と推計される。以上、構造転換加速

ケースにおけるヒートポンプおよび EV に対する総累積追加補助金額は 6286 億円となる。 

この構造転換加速に用いられる追加補助金額は、2022 年度から 2025 年度までの同期間で計上され

たエネルギー補助金額 （燃料油・電気・ガス）の 13.6 兆円のわずか 4.6％である。エネルギー補助金

に比して非常に少ない金額で構造転換を加速できたことがわかる。重要な点はこれらのヒートポンプ

や EV が 10 年以上は残り続け、稼働している間は化石燃料の節約に貢献し続ける固定資産である、

ということである。対して、エネルギー補助金は燃料価格の補填に使われるだけなので、使ってしま

えばなくなるものである。 

図 9. 燃料・電気ガス補助金額と構造転換加速による EV・ヒートポンプ補助額 

 

出所：会計検査院(2023, 2024), 行政事業レビュー見える化サイトより筆者作成 

この非対称性—使えば消える対症療法と、資産として残り続ける構造転換への投資—こそが、次章

で論じる政策優先順位の核心をなす。本章の試算が示すのは単なる仮想的な世界の検証ではない。「4

年間でこれだけの差が生まれた」という事実は、「今から着手すれば、次の危機に向けてこれだけの化

靭性を積み上げられる」という将来への含意でもある。以下の第 4 章では、この認識を踏まえ、短期・

中長期の両面から今後の政策優先順位を論じる。  

 

11 2025 年度行政事業レビューシート 経済産業省「クリーンエネルギー自動車導入促進補助金」 
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4. 今後の政策優先順位への示唆 

第 3 章の定量分析が示した核心は三点である。第一に、わずか 4 年間の構造転換加速であっても、

ホルムズ海峡閉鎖危機の最初の半年に 7,231 億円のコスト回避という大きな便益をもたらしうるこ

と。第二に、そのために必要だった追加的な財政支出の規模は対症療法コストの 4.6%にすぎないと

いうこと。第三に、構造転換への投資は危機終息後も資産として残り続けるのに対し、対症療法への

支出は消費されて終わるという、両者の本質的な非対称性である。 

これらを踏まえ、本章では短期と中長期の二つの時間軸で政策優先順位を整理する。 

4.1 短期：対症療法の限界を直視する 

ホルムズ危機が続く現在、備蓄放出や補助金による価格激変緩和は引き続き必要である。急騰した

エネルギー価格が家計・産業に与える打撃を和らげることは、危機下における政府の正当な役割であ

り、それ自体を否定するものではない。 

しかし第 3 章が示した通り、これらはあくまで「時間を買う」措置にすぎない。備蓄は使えば減る

一方であり、代替調達でさえ高い代価を伴う。補助金は財政負担を累積させながらも化石燃料依存と

いう日本の脆弱な構造は変わらない。さらに、問題は対症療法を使うことではなく、その設計の非効

率さにある。現行のエネルギー補助金は「市場価格を一律に引き下げる」という設計をとっている。

この設計には二つの根本的な問題がある。 

第一に、補助の恩恵が消費量に比例するため、エネルギーを大量に消費する主体ほど絶対額での受

益が大きくなる。その結果、本来であれば高騰した価格がもたらすはずの省エネ・代替エネルギー転

換へのシグナルが遮断される。 

第二に、財政支出の目的と設計が一致していない。本当に守るべきは急騰した価格を吸収できない

主体—エネルギー消費の削減余地が乏しく、かつ代替手段への転換も困難な層—であるはずだが、一

律の価格補助はその選別を行わない。結果として、補助金の相当部分が本来の目的とは異なる方向に

も流れる構造になっている。 

こうした問題を踏まえれば、補助金設計の見直しには少なくとも以下の方向性が考えられる。 
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一つは、補助の対象をライフライン消費量の範囲に限定する設計である。電力であれば月間一定量

までを低廉に保証し、それを超える部分は市場価格に委ねる。生活に不可欠な消費を守りながら、過

剰消費に対する価格シグナルを保持できる。欧州ではドイツやオーストリアで、基準使用量までを補

助対象とし、それを超える消費には市場価格を適用する制度が導入された。 

もう一つは、価格補助から定額給付への転換である。「エネルギー高騰手当」として世帯・個人に定

額を給付し、使途は受給者の判断に委ねる。電気代に充てることも、太陽光発電や省エネ機器の頭金

に充てることも可能であり、政府が価格シグナルを遮断することなく生活支援の目的を達成できる。

対症療法をより賢く設計し直すこと——これが短期の政策優先順位における第一の課題である。 

4.2 中長期：対症療法と構造転換の同時設計 

対症療法の設計を見直すと同時に、その一部を構造転換投資に振り向けることが中長期の政策優先

順位の核心となる。第 3 章で示した通り、対症療法コストのわずか 4.6%を構造転換加速支援（EV と

ヒートポンプ）に充てるだけで、次のエネルギー危機において半年で 7,231 億円のコスト回避が実現

しうる。補助金の設計を変えることと、その一部を構造転換に向けることは、相互に補完する政策で

ある。 

重要なのは、対症療法と構造転換は二者択一ではないという認識である。欧州はウクライナ危機に

際し、補助金による家計・産業保護と構造転換加速を同時並行で実施した。日本もオイルショック後

の 1970 年代に省エネ法整備と代替エネルギー促進を同時に推進し、その成果が今日の石油依存度半

減として結実している。対症療法と構造転換は両立できる。問題は優先順位ではなく、同時に設計す

るという意思決定である。 

今回取り上げた構造転換の技術—自然エネルギー ・ヒートポンプ・EV—はいずれも既存の技術であ

り、制度的な障壁の軽減と財政的支援の拡充によって速やかな設備投資が可能である。加速政策は多

様であり、その制度政策は詳細に検討すべきである。今回は財政面の担保として、太陽光 ・上上風力

については再エネ特措法を通じた再エネ賦課金、ヒートポンプについては既存の給湯省エネ補助の規

模拡大、EV については CEV 補助金の拡充費用を計上している。いずれも「新たな制度を一から作る」

ものではなく、既存の政策枠組みの化化・加速である点で実現のハードルは高くない。問題は規模と

優先度である。 
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4.3 今すぐ着手し、長期で積み上げること 

本レポートは 2026 年 9 月までエネルギー危機が続く場合の推計である。しかし、それよりも早く

戦争が終結し、夏までにホルムズ海峡が正常化するかもしれない。そうすると、 「危機が過ぎたのだか

ら、構造転換も急ぐ必要もない」という見方が出てくるかもしれない。しかしこの見方は二つの点で

誤っている。 

第一に、次の危機がいつ来るかはわからない。ホルムズ海峡の地政学的リスクは今回の危機で解消

したわけではない。中東情勢の不安定化 ・米中対立の深化 ・地球温暖化など様々な要因により日本の

エネルギー安全保障が再び試される日がくる可能性がある。「危機が過ぎた」という認識は正常性バ

イアスであり、「根本治療への着手が遅れる」事態を招く論理と同じ構造を持っている。 

第二に、構造転換には時間がかかる。本試算が示した 4 年間という期間は、自然エネルギー ・ヒー

トポンプ・EV の普及が一定の規模に達するまでの最低限の積み上げ期間である。欧州がホルムズ海

峡閉鎖に伴う危機下で相対的に化靭だったのは REPowerEU のみの成果ではなく、REPowerEU 以前

からの長年の政策積み上げが今回の危機で顕在化したものである。一朝一夕には実現しない。本試算

は 4 年間・エネルギー危機が上半期限定という極めて短期の試算に過ぎない。10〜20 年の長期にわ

たる継続的な構造転換により、日本のエネルギー安全保障は根本から化靭化する。 

今回の試算から引き出すべき含意は単なる「たられば」の話ではない。「4 年間でこれだけの差が生

まれた」という事実は、「今から着手すれば、次の危機に向けてさらに化靭性を積み上げられる」とい

う前向きな処方箋でもある。 

今回のエネルギー危機を一過性の出来事としてとらえ、危機が終われば元に戻る―そのサイクルを

繰り返すことが、日本のエネルギー安全保障の最大のリスクである。「対症療法か構造転換か」ではな

く、「賢い対症療法と構造転換の同時設計」が重要である。そしてエネルギー構造転換は、今すぐ着手

し、長期に積み上げることが必要となる。次の危機が来たとき、今回と同じ後悔を繰り返さないため

に、その第一歩を今踏み出すことが求められている。 
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